
（様式第２号）（第２条関係） 

新 規 開 業 認 定 申 請 書 

令和〇年〇月〇日 

長野県 松本地域振興局長 殿 

（商工観光課 扱い）                〒390-0852 

                    事務所の所在地 長野県松本市○○番地 

                    法 人 の 名 称 株式会社○○設備 

                代 表 者 氏 名 代表取締役 長野 太郎 

                    （電話番号  0263-〇〇-〇〇〇〇  ) 

  

創業及び障害者、母子家庭の母等の雇用を行う法人等を応援する県税の特例に関する条例第２

条第２項の規定により、認定を受けたいので、下記のとおり申請します。 

記 

法人の 

設立者等 

住所 

（所在地） 
長野県松本市○○番地 

氏名 

（名称） 
株式会社○○設備 

法人での 
役職名 

- 

新規開業時の資本金の額 
又は出資金の額 

3,000,000 円 新規開業日  令和４年４月１日 

出資金の内訳 

出資者氏名(名称) 出資金の額 

事業年度 
４月１日から 

３月３１日まで 
長野 太郎 2,000,000 円 

長野 花子 1,000,000 円 

 円 常時雇用労働者数 ３人 

 円 短期雇用労働者数 ０人 

事 業 内 容 

（新規開業をした日

の属する事業年度に

おける事業内容を具

体的に記入してくだ

さい。） 

①初年度の状況（事業内容、取引先、売上、新規雇用数） 

・中信地区の一般住宅を中心に給排水設備の管工事や冷暖房設備の取付等を行う。 

・現在の取引先は○○住設（全体売上比 40％）、○○工業（20％）、○○設備（20％）、

インターネット等による直接受注等（20％）である。 

・本社移転後の初年度売上は約 5000 万円、新規開業に伴う新規雇用は１名である。 

②新規開業までの経緯 

・５年間前に東京都八王子市に法人を設立し、住宅設備業を行っていたが、代表者及

び従業員も長野県出身であり地元に戻って仕事をしたいと考え、本社移転を行った。 

・新規顧客は主に全国展開している○○住設から紹介してもらっている。 

県外における主たる事務所又は事

業所の所在地及び名称 

所在地 東京都○○市○○番地 

名称 株式会社○○東京設備 

（注） １ 「法人での役職名」欄は、個人が県内に主たる事務所等を有する法人を設立した場合に記入してく

ださい。 

２ 「新規開業」とは、県内に事務所等を有しない法人又は個人が県内に主たる事務所等を有する法人

を設立した場合にはその設立を、県内に事務所等を有しない法人が県内に主たる事務所等を設置

した場合にはその設置をいいます。 

３ 「常時雇用労働者数」とは、雇用保険の被保険者である常時雇用する労働者をいいます。 

４ 「短期雇用労働者数」とは、雇用する労働者のうち、常時雇用労働者以外のものをいいます。 

５ 「県外における主たる事務所又は事業所の所在地及び名称」欄には、県内における法人の設立又は

事務所の設置前に県外で行っていた事業に係る主たる事務所又は事業所の所在地及び名称を記

入してください。 

提出先を記入 

事業税申告期限前 30 日まで 

住民票（県外個人による設立の場合）また

は履歴事項全部証明書の記載住所と一致 

県外法人による新

規開業は記載不要 

履歴事項全部証明書の記載と一致 

定款の記載日 

と一致 

 

①初年度の状況（事

業内容、取引先、売

上、新規雇用数）、

②新規開業までの

経緯 等を記入 

申請時点の雇用数 

（代表者は含めない） 

県内の主たる事務所又は

事業所の住所を記載 

県外であること 


